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1 ）　2019年 7 月にハーグ国際私法会議において，「外国判決の承認及び執行に関する条
約」が採択されたが，同条約には2020年 3 月時点で締約国はない（竹下啓介「外国判
























































なかったとき 3 　外国裁判所が審判事項に対する管轄権を有していなかったとき b　
外国判決は次の場合には承認するを要しない。 1 　外国判決での訴訟手続における被
告が自ら防御するに十分な時間的余裕をもって当該訴訟手続についての通知を受けな







日本及びドイツは送達条約の締約国であり，送達条約 8 条 1 項に基づく領事
送達の方法として，領事が書留郵便を用いて送達書類を送付することも認め




























































原則（民執24条 2 項・現 4 項）により，調査し得ないものというべきであると
した。













































































































































































































































































































































































































































































39.3.25民集18巻 3 号486頁，平成8.6.24民集50巻 7 号1451頁により判示してい
る。なお，この点については，2018年の人事訴訟法（ 3 条の 2 以下）の改正に
より明文規定がおかれるに至った（ 3 条の 2 以下）。従来の判例法理を踏襲し，
管轄原因（人訴法 3 条の 2 〜 3 条の 4 ）を定め，特別の事情（同 3 条の 5 ）があれ
ば，管轄は認められないという民訴法と同様の判断枠組みとなっている。




















































































































































津光世「外国仲裁判断の承認・執行に関する中国人民法院の逐級報告制度 1 〜 6 」産
大法学43巻 2 号128頁（2009），同 3 ・ 4 号226頁（2010），同44巻 1 号205頁（2010），





















































































































































































































































































































































































































































































（ 1 ）〜（ 4 ・完）」法学論叢161巻 2 号〜 6 号（2007）参照。
43）　清川雅孝・粟津光世「名誉棄損で慰謝料を命じた中国判決について，相互保証が

















































































































































































あるといえる（最高裁平成29年 1 月31日第三小法廷決定・民集71巻 1 号63頁参照）。


















示事実〔 1 〕及び〔 2 〕による表現行為に対する事後差止めは，〔 1〕本
件摘示事実〔 1〕及び〔 2〕による表現行為が専ら公益を図る目的のも
























































































実である本件摘示事実〔 1 〕及び〔 2 〕に係る表現行為の差止請求につい












第 3 　 大阪高裁令和元年 5 月24日判決 
（一審・大阪地裁平成30年 7 月26日判決）
1 　事案の概要































































































































































































































































































































































































































































































































③「新潮」平成 6 年 9 月号（小説「石に泳ぐ魚」自体は，すでに平成 6 年 9 月 1 日発
















































































































































































を返還させる claw back 条項が諸外国の一部で採用されている
４）
。以上のよ











3 ）　say on pay に関するルールについて，伊藤靖史『経営者の報酬の法的規律』（有
斐閣，2013年）239頁以下，津野田一馬『役員人事の法制度』（商事法務，2020年）619
頁以下参照。
































































9 月 7 日時点で，全上場会社3,677社中1,106社，JPX 日経400の396社中79社
6 ）　株式会社東京証券取引所「東証上場会社における独立取締役の選任状況及び指名
委員会・報酬委員会の設置状況」（2020年 9 月 7 日）16頁参照。
































8 ）　注 6 ・ 6 頁参照。
9 ）　2019年 9 月26日日経速報ニュースアーカイブ参照。



























































13）　2020年 7 月19日日本経済新聞朝刊 7 頁参照。
14）　住友不動産の高島準司社長は年収22億 5 千万円，ソフトバンクグループのマルセ
ロ・クラウレ社長は，21億 1 千万円，武田薬品工業のクリストフ・ウェバー社長は20






















































































改正し，同条 6 号及び 6 号の 3 を新設した。すなわち，同条 6 号は，361条




























































21）　上場企業で2020年 3 月期に 1 億円以上の報酬を得た役員は485人で， 8 年振りに減













こと，という 3 項目を挙げている。同社は，2019年 6 月13日開催の第115回
定時株主総会によって，現金報酬枠を年額30億円以内（うち社外取締役は 3 億
円以内），株式報酬枠を年額40億円以内の総会決議を行い，総会終了時の取締

















































































































手することが報告され，昨年（2020年） 3 月 6 日（〜 4 月25日）に，行政手続
法41条により「行政基本法案」を立法予告した。その後，再立法予告（ 6 月
22日〜 6 月29日）及び再々立法予告（ 6 月25日〜 6 月30日）を経て，全 4 章，全
















ければならないとの指摘もある（金鉉峻「기본법의 정체성 문제와 이른바 행정기본






2 月26日，国会の本会議を通過した（なお，公布・施行は本年 3 月中の予定）。
　成立した行政基本法は，国会の法制司法委員会の審議過程で，節の編成，
条文の整理，字句の修正などが行われ，最終的には本則 4 章，40条と附則 7
条で構成された。すなわち，第 1 章「総則」（第 1 節「目的及び定義等」，第 2 節
「期間の計算」），第 2 章「行政の法原則」，第 3 章「行政作用」（第 1 節「処分」，
第 2 節「許認可擬制」，第 3 節「公法上の契約」，第 4 節「課徴金」，第 5 節「行政上の強























3 ）　정하중「행정기본법 제정안에 대한 소고」『법제』2020年 6 月号 8 頁。
































































7 ）　김남철「행정기본법 제정이 우리 사회에 주는 의미」『법률신문』2020.12.21. 
（https://m.lawtimes.co.kr/Content/Opinion?serial=166712）






































































































































































































































































































































정기본법안 제20조에 대한 의견」（https://act.jinbo.net/wp/43540/）
114　　創価ロージャーナル第14号
3 ．違反行為の回数


































































































































































































17）　韓国の行政手続法40条 2 項は，「②第 1 項による申告が次の各号の要件を備えた場
合には，申告書が受付機関に到達したときに申告義務が履行されたものとみなす。









































































































































第 6条（処分に対する異議申請に関する適用例）　第36条は，附則第 1 条ただし書
きによる施行日以後にする処分から適用する。






















藤 田 尚 則
翻　訳













































































































































































































































































































































































































































2 ）　Act of Nov. 8, 1978, Pub. L. No, 95─608, title II, § 203, 92 Stat. 3076; Act of Oct. 
17, 1979, Pub. L. No. 96─88, title V, § 509（b）, 93 Stat. 695.




















































4 ）　Act of Nov. 8, 1978, Pub. L. No. 95─608, title IV, § 401, 92 Stat. 3078; Act of Oct. 














　 1 月 8 日（金）　午後18：00〜20：00（研究科委員会終了後にオンライン研究会
を開催）
1 　 「役員報酬規制の諸課題─令和元年会社法改正を契機として」 
（本誌83頁以下）
 黒木　松男　教授



















































































































































































































































日（高等裁判所刑事判例集68巻 1 号 1 頁）がある。
　これに対し，適用否定説に立つと理解されるものとして，大阪高判昭和
156　　創価ロージャーナル第14号

























































































































































部分：第 2 章〜第 4 章（85〜163頁）〕
・岡部史信＝藤田尚則（監修 竹前栄治）『護憲・改憲史論（日本国憲法・検証 1945─2000 
資料と論点 第 7 巻）』（小学館，2001年）〔執筆部分：第 5 章〜第 6 章（275〜380頁）〕
・C.F. メンガー（石川敏行＝白石正夫＝畑尻剛＝藤田尚則＝古野豊秋 共訳）『ドイツ憲法
思想史』（世界思想社，1988年）
・『GHQ 日本占領史 第26巻　外国人財産の管理』解説 藤田尚則，訳 岡部史信＝藤田尚
則，編纂 竹前栄治＝中村隆英，監修 天川晃ほか（日本図書センター，1998年）〔執筆部

























・「アメリカンインディアン法研究序説（ 1 ） ─ 公法学の視点から」創価法学19巻 1 ・
2 号157頁（1989年）



















ものではないとされた事例 ─ Lyng v. Northwest Indian Cemetery Protective Ass’n, 
108 S. Ct. 1319（1988）.」創価法学20巻 3 ・ 4 号63頁（1991年）
・「（対談）第 3 世代の人権と発展の権利」（田畑茂二郎＝高村忠成，司会 藤田尚則）東洋












・「公立学校の卒業式に際して，聖職者が invocation 及び benediction を捧げることは , 第














会」第 3 回）」東洋学術研究34巻 1 号80頁（1995年）
・「てい談 民主主義と信教の自由を考える（特集 国家と宗教）」（洗建＝幸日出男＝藤田 































・「日本国憲法第 9 条の軌跡（ 1 ）─有事法制定過程の憲法社会学的分析の試み」創価
法学35巻 3 号103頁（2006年）
・「日本国憲法第 9 条の軌跡（ 2 ）─有事法制定過程の法社会学的分析の試み」創価法
学36巻 1 号141頁（2006年）
・「日本国憲法第 9 条の軌跡（ 3 ）─有事法制定過程の法社会学的分析」創価法学36巻
2 号191頁（2006年）





・「アメリカインディアン法研究序説（ 3 ）─公法学の視点から」創価法学37巻 1 号161
頁（2007年）
・「アメリカ・インディアン法研究序説（ 4 ）─公法学の視点から」創価法学37巻 2 ・
3 号43頁（2008年）





・「アメリカ・インディアン法研究序説（ 6 ）─公法学の視点から」創価法学38巻 2 号
67頁（2008年）
・「アメリカ・インディアン法研究序説（ 7 ）─公法学の視点から」創価法学38巻 3 号
45頁（2009年）
・「アメリカ・インディアン法研究序説（ 8 ）─公法学の視点から」創価法学39巻 1 号
109頁（2009年）
































42巻 1 ・ 2 号159頁（2012年）
・「アメリカ・インディアン法における信託責任の法理 （上）」創価ロージャーナル 5 号 1
頁（2012年）




・「アメリカ・インディアンの『部族憲法』」法学新報120巻 1 ・ 2 号391頁（2013年）
・「アメリカ合衆国における SLAPP に関する一考察（ 1 ）」創価法学42巻 1 ・ 2 号 1 頁
（2013年）
・「アメリカ合衆国における SLAPP に関する一考察（ 2 ）」創価法学43巻 1 号25頁（2013
年）






・「アメリカ合衆国における SLAPP に関する一考察（ 4 ）」創価法学43巻 3 号35─64頁
（2014年）
・「アメリカ合衆国における SLAPP に関する一考察（ 5 ）」創価法学44巻 1 号 1 頁（2014
年）
・「アメリカ合衆国における SLAPP に関する一考察（完）」創価法学44巻 2 号107頁
（2014年）
・「『カリフォルニア州反 SLAPP 法』に関する一考察」比較法研究77号245頁（2015年）
・「アメリカ・インディアンの水利権─ウィンターズ法理の展開（ 1 ）」創価法学45巻 2
号157頁（2015年）
・「インディアン部族の狩猟権，漁業権および採集権 （上）─『アメリカ・インディア
ン法』研究の一助として」創価ロージャーナル 8 号 7 頁（2015年）
・「Masson v. New Yorker Magazine, Inc., 501 U.S. 496 （1991）. ─名誉毀損訴訟におけ
る原告の言明を被告が意図的に改変することは , その改変が原告の言明によって伝達さ
れた意味の実質的な改変とならない限り，New York Times Co. v. Sullivan （376 U.S. 
254, 279─80 （1964）.）の目的にとって被告が虚偽であることを知っていたことにならず，
現実の悪意（actual malice）が成立しないとされた事例」創価法学44巻 3 号173頁
（2015年）
168　　創価ロージャーナル第14号
・「Jones v. Dirty World Entertainment Recordings LLC, 755 F.3d 398 （6th Cir. 2014）. 





・「名誉毀損と『公的関心事項』─2011年合衆国最高裁判所 Snyder 判決を契機に （発表
レジュメ）」創価ロージャーナル 8 号201頁（2015年）
・「表現の自由と『公的関心事項』（ 1 ）─2011年合衆国最高裁判所 Snyder 判決を契機
に」創価法学44巻 3 号57頁（2015年）
・「表現の自由と『公的関心事項』（ 2 ）─2011年合衆国最高裁判所 Snyder 判決を契機
に」創価法学45巻 1 号23頁（2015年）


















・「表現の自由と『公的関心事項』（ 4 ）─2011年合衆国最高裁判所 Snyder 判決を契機
に」創価法学45巻 3 号 1 頁（2016年）
・「表現の自由と『公的関心事項』（ 5 ）─2011年合衆国最高裁判所 Snyder 判決を契機
に」創価法学46巻 1 号33頁（2016年）
・「表現の自由と『公的関心事項』（ 6 ）─2011年合衆国最高裁判所 Snyder 判決を契機
に」創価法学46巻 2 ・ 3 号105頁（2017年）
藤田尚則先生　略歴等及び主要業績一覧　　169
・「アメリカ・インディアンの水利権（ 4 ）─ウィンターズ法理の展開」創価法学46巻









該部族の土地で『第 3 種ゲーミング』を経営するための必須条件である『部族 ─ 州間協
定』を締結する交渉を誠実に行なうよう州に要求すること（合衆国法律集第25編第2710
条第 d 項第 3 号（A））ができないとされた事例」創価法学47巻 1 号135頁（2017年）
・「アメリカ・インディアンの財産制度─その歴史的展開」文京学院大学人間学部研究
紀要18巻75頁（2017年）
・「インディアン部族の狩猟権 , 漁業権および採集権（ 3 ・完）─『アメリカ・インディ
アン法』研究の一助として」創価ロージャーナル10号 1 頁（2017年）
・「『部族の主権免除の法理』の展開（ 1 ）─アメリカ・インディアン法研究の一助とし
て」創価法学47巻 2 号 1 頁（2017年）
・「『部族の主権免除の法理』の展開（ 2 ）─アメリカ・インディアン法研究の一助とし
て」創価法学47巻 3 号 1 頁（2018年）
・「『部族の主権免除の法理』の展開（ 3 ・完）─アメリカ・インディアン法研究の一助
として」創価法学48巻 1 号 1 頁（2018年）
・「憲法と皇室典範」中外日報2018年 4 月27日号
・「『1978年インディアン児童福祉法（ICWA）』全訳」創価法学48巻 1 号151頁（2018年）
・「インディアン・カントリーにおける家庭内暴力と刑事管轄権─ United States v. 
Bryant, 136 S. Ct. 1954 （2016）. を契機に」創価ロージャーナル11号 3 頁（2018年）
・「インディアン・ゲーミング規制法（IGRA）（ 1 ）」創価法学48巻 2 号21頁（2018年）
・「インディアン部族被用者の個人責任（上） ─ Lewis v. Clarke, 137 S. Ct. 1285




・「インディアン・ゲーミング規制法（ 2 ）」創価法学48巻 3 号45頁（2019年）
・「インディアン・ゲーミング規制法（ 3 ）」創価法学49巻 1 号105頁（2019年）
・「インディアン・ゲーミング規制法（IGRA）（ 4 ）」創価法学49巻 2 号23頁（2019年）
170　　創価ロージャーナル第14号
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